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令和５年度木津川市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和５年度木津川市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給 水 戸 数       ３３,２００戸 

 （２）年間総配水量    ８,５８６,０００㎥ 

 （３）１日平均配水量       ２３,４５９㎥ 

 （４）主要な建設改良事業 

    ① 水道管路及び設備更新事業 

    ② 山城浄水場更新事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款 水道事業収益        １,９０９,８６３千円 

  第１項 営 業 収 益       １,３４８,３９７千円 

  第２項 営業外収益         ５６１,４６５千円 

  第３項 特 別 利 益              １千円 

 

支     出 

 第１款 水道事業費用        ２,００５,２５２千円 

  第１項 営 業 費 用       １,９７０,４９５千円 

  第２項 営業外費用          ３３,７５６千円 

  第３項 特 別 損 失              １千円 

  第４項 予 備 費           １,０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額５７６，０６４千円は過年度分損益勘定留保資金で補てん

するものとする。） 
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収     入 

 第１款 資本的収入           １１４,７７５千円 

  第１項 諸分担金            ４８,８７４千円 

  第２項 工事負担金           ３５,０８２千円 

  第３項 企業債             １１,０００千円 

  第４項 出資金             １９,８１９千円 

 

支     出 

 第１款 資本的支出           ６９０,８３９千円 

  第１項 建設改良費          ５８９,７５６千円 

  第２項 企業債償還金          ９８,０８３千円 

  第３項 予 備 費            ３,０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定 

める。 

 

事 項 期 間 限度額 

木津川市新水道ビジョン改訂業務

委託 

令和５年度から 

令和７年度まで 
23,023 千円 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定 

める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

流岡山送水

管布設替事

業 

11,000 

  千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

 年 4.0％以内（ただ

し、利率見直し方式

で借り入れる資金に

ついて、利率の見直

しを行った後におい

ては、当該見直し後

の利率） 

 政府資金については、そ

の融資条件により、銀行そ

の他の場合にはその債権者

と協定するところによる。 

 ただし、企業財政の都合

により据置期間及び償還期

限を短縮し、又は繰上償還

若しくは低利に借換するこ

とができる。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 （１） 水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

ればならない。 

 （１） 職員給与費           ２１８,８４３千円 

 

（たな卸資産の購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、７,０００千円と定める。 

 

 

令和５年２月２０日提出 

 

                      木津川市長  河井 規子 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
 
１ 重要な会計方針に係る事項 

 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    先入先出法による原価法とする。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ・有形固定資産 

     定額法により減価償却を行う。 

     主な耐用年数  建物       １０年～５０年 

             構築物      １０年～６０年 

             機械及び装置   ８年～２０年 

             工具器具及び備品 ４年～１５年 

             車両運搬具    ４年～６年 

    

（３）引当金の計上方法 

   ・退職給付引当金 

     市長と締結した「公営企業職員の退職手当に係る取扱いに関する覚

書」に基づき、引当金は計上していない。 

 

   ・賞与引当金・法定福利費引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の支

出に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負

担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

 

   ・貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる額

を計上している。 

         

（４）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

 

（１）予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

    作成方法は、間接法により作成する。 

 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

 

（１）企業債に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、３９６，４３２千円である。 

 

（２）引当金の取崩し      

貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、同額

を未収金から減額する見込みである。 

また、翌年度６月に賞与等引当金から１７，１２７千円を取り崩し、賞

与等を支払う見込みである。 

 

 

４ セグメント情報 

 

（１）セグメントの概要 

 木津川市水道事業会計では、水道事業の単一セグメントのため、記載を

省略している。 

 

 



（１）　収　　　　入

予　定　額

1. 水 道 事 業 収 益 １,９０９,８６３

1. 営 業 収 益 １,３４８,３９７

1. 給 水 収 益 １,３４１,９１４

2. 受 託 工 事 収 益 １

3. 他 会 計 負 担 金 １,８８２

4. そ の 他 営 業 収 益 ４,６００

2. 営 業 外 収 益 ５６１,４６５

1. 受 取 利 息 １

2. 下 水 道 負 担 金 ６１,１０１

3. 他 会 計 負 担 金 ７,１２０

4. 長 期 前 受 金 戻 入 ４９０,６４７

5. 引 当 金 戻 入 益 １

6. 雑 収 益 ２,５９５

3. 特 別 利 益 １

1. 過 年 度 損 益 修 正 益 １

１,９０９,８６３

（２）　支　　　　出

予　定　額

1. 水 道 事 業 費 用 ２,００５,２５２

1. 営 業 費 用 １,９７０,４９５

1. 原 水 及 び 浄 水 費 ８８１,６５４

令和５年度木津川市水道事業会計予算実施計画令和５年度木津川市水道事業会計予算実施計画令和５年度木津川市水道事業会計予算実施計画令和５年度木津川市水道事業会計予算実施計画

１．収益的収入及び支出

款 項 目

収　　入　　合　　計

款 項 目
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（単位：千円）

1. 水 道 料 金 １,３４１,９１４

1. 給 水 装 置 工 事 収 益 １

1. 他 会 計 負 担 金 １,８８２ 消火栓維持管理費

1. 手 数 料 ４,５００ 指定手数料、設計審査手数料、工事検査手数料

2. 雑 収 益 １００

1. 預 金 利 息 １

1. 下 水 道 負 担 金 ６１,１０１ 下水道使用料徴収委託料他

1. 一 般 会 計 負 担 金 ７,１２０ 児童手当分、企業債利子分

1. 長 期 前 受 金 戻 入 ４９０,６４７ 減価償却費分、除却費分

1. 引 当 金 戻 入 益 １

1. 不 用 品 売 却 益 １

2. 有 料 広 告 等 収 益 １,３１１ 有料広告料、ネーミングライツ料

3. そ の 他 雑 収 益 １,２８３ 職員駐車場使用料他

1. 過 年 度 損 益 修 正 益 １

（単位：千円）

1. 給 料 ２１,７５０ 職員５名分

2. 手 当 ９,９９３

3. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ３,１６５ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4. 法 定 福 利 費 １０,１２７

5. 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 ６３０ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6. 備 消 品 費 ５０８

7. 委 託 料 ７４,４８５ 水質検査業務委託料、機械装置保守点検業務委託

料、宿日直業務委託料、施設植栽管理業務委託料

他

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

2. 配 水 及 び 給 水 費 １５５,８５７

3. 総 係 費 １５２,８９４

款 項 目
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8. 手 数 料 ３,５４５ 電気保安及びデマンド監視手数料他

9. 賃 借 料 １０

10. 修 繕 費 ２２,３８３ 機械装置修繕費他

11. 動 力 費 ２３３,６８１ 電気代

12. 薬 品 費 ６,５８０ 次亜塩素酸ナトリウム他

13. 受 水 費 ４９４,７９７ 京都府 484,530千円

奈良市 10,267千円

1. 給 料 １７,６０９ 職員４名分

2. 手 当 ９,５４３

3. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２,５７８ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4. 法 定 福 利 費 ７,９１６

5. 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 ５１３ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6. 被 服 費 １００

7. 備 消 品 費 ９３８ プリンタートナー他

8. 燃 料 費 １,４０６ 公用車燃料費他

9. 印 刷 製 本 費 ２２３

10. 受 託 工 事 費 １

11. 委 託 料 １７,２８６ 漏水修理対応業務委託料他

12. 賃 借 料 ６,９９２ テレメータ回線使用料、積算システムリース料他

13. 修 繕 費 ８９,１７９ 配給水管修繕費、配水施設修繕費、量水器取替

費他

14. 路 面 復 旧 費 ７３

15. 材 料 費 １,５００ 修繕工事材料

1. 報 酬 ３,４０２ 会計年度任用職員２名分

2. 給 料 ４０,３１９ 特別職１名分、職員８名分

3. 手 当 １９,０２１

4. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ５,５１１ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

5. 法 定 福 利 費 ２０,９５８

6. 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 １,０８５ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

7. 旅 費 １７３ 出張旅費、費用弁償

8. 備 消 品 費 １,４８１ 事務用品他

9. 燃 料 費 ７８ ガス代

10. 印 刷 製 本 費 ３,９５１ 水道料金納入通知書印刷費他

11. 通 信 運 搬 費 ６,１０６ 電話料金、水道料金納入通知書郵送料他

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

4. 減 価 償 却 費 ７７７,０３０

5. 資 産 減 耗 費 ２,５１５

6. そ の 他 営 業 費 用 ５４５

2. 営 業 外 費 用 ３３,７５６

1. 支 払 利 息 ２３,７５５

2. 雑 支 出 １０,００１

3. 特 別 損 失 １

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 １

4. 予 備 費 １,０００

1. 予 備 費 １,０００

２,００５,２５２

款 項 目

支　　出　　合　　計
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12. 委 託 料 ３２,６４１ 検針(点検)業務委託料、宿日直業務委託料、機器

保守点検業務委託料、開閉栓業務委託料他

13. 手 数 料 １０,７７９ 水道料金収納手数料他

14. 賃 借 料 ２,１９３ 機器リース料他

15. 修 繕 費 ５００ 機器修繕費

16. 補 償 金 ５０

17. 研 修 費 １１８ 職員研修費

18. 厚 生 費 ５

19. 負 担 金 ３８１ 日本水道協会会費、入札業務関係負担金他

20. 保 険 料 ９４１

21. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３,０００

22. 雑 費 ２０１

1. 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 ７７７,０３０ 通常分 286,655千円

長期前受分 490,375千円

1. 固 定 資 産 除 却 費 ２,２１５ 配水管撤去等に伴う除却費

2. た な 卸 資 産 減 耗 費 ３００

1. 雑 支 出 ５４５

1. 企 業 債 利 息 ２３,７５５

1. 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 １０,０００

2. そ の 他 雑 支 出 １

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 １

1. 予 備 費 １,０００

備　　　　　　　　　　考
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（１）　収　　　　入

予　定　額

1. 資 本 的 収 入 １１４,７７５

1. 諸 分 担 金 ４８,８７４

1. 加 入 金 ３８,８７４

2. 分 担 金 １０,０００

2. 工 事 負 担 金 ３５,０８２

1. 工 事 負 担 金 ３５,０８２

3. 企 業 債 １１,０００

1. 企 業 債 １１,０００

4. 出 資 金 １９,８１９

1. 出 資 金 １９,８１９

１１４,７７５

（２）　支　　　　出

予　定　額

1. 資 本 的 支 出 ６９０,８３９

1. 建 設 改 良 費 ５８９,７５６

1. 原浄水及び配給水設備改良費 ５８７,１３３

2. 固 定 資 産 購 入 費 ２,６２３

2. 企 業 債 償 還 金 ９８,０８３

1. 企 業 債 償 還 金 ９８,０８３

3. 予 備 費 ３,０００

1. 予 備 費 ３,０００

６９０,８３９

収　　入　　合　  計

款 項 目

款 項 目

２．資本的収入及び支出

支　　出　　合　  計
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（単位：千円）

1. 加 入 金 ３８,８７４

1. 分 担 金 １０,０００ 水道事業分担金

1. 工 事 負 担 金 ３５,０８２ 下水道負担金他

1. 水 道 事 業 債 １１,０００ 流岡山送水管布設替事業債

1. 他 会 計 出 資 金 １９,８１９ 一般会計出資金

（単位：千円）

1. 原 浄 水 設 備 改 良 費 ５９,４０５ 委託料 6,752千円

工事請負費　52,653千円

2. 配 水 及 び 給 水 設 備 改 良 費 ５２７,７２８ 職員５名分人件費 44,723千円

委託料 45,020千円

工事請負費 437,985千円

1. 量 水 器 購 入 費 １,１０５ 量水器

2. 車 両 購 入 費 １,５１８ 公用車１台

1. 元 金 償 還 金 ９８,０８３

1. 予 備 費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
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１　総　　　　　括

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（１）　特別職

( )

( )

( )

0 

前年度 0 0 476 86 

本年度 0 0 476 86 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

0 －
比　　　　　　　較

－
0 0 

1 －

1 －

前　　　年　　　度
－

0 7,920 

本　　　年　　　度
－

0 7,920 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

区分

職 員 数        　給

特別職

△ 69 

前年度 3,696 1,234 5,980 968 

本年度 3,786 922 6,254 899 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 90 △ 312 274 

0 0
比　　　　　　　較

△ 1
△ 2,460 4,100 

1 22

1 22

前　　　年　　　度
3

5,862 96,305 

本　　　年　　　度
2

3,402 100,405 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

給　　　　　与　　　　　費　　

区分

職 員 数        　給

特別職
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0 16 0 0 0 78 0 

0 0 1,998 0 0 1,015 

2,076 0 0 1,031 

0 

（千円） （千円）

0 0 0 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

94 5 99 94 

3,575 11,495 5,708 17,203 

5,713 17,302 

（千円） （千円） （千円）

3,669 11,589 

手　　当  計

（千円）

91 1,156 

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考

△ 6 △ 164 80 1,349 1,503 

1,608 1,470 16,201 10,640 4,594 13,141 

17,550 12,143 4,685 14,297 

60 

（千円） （千円）

54 1,444 1,550 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

5,632 3,149 8,781 3,992 

59,592 161,759 48,303 210,062 

51,452 218,843 

（千円） （千円） （千円）

63,584 167,391 

手　　当  計

（千円）

　　明　　　　　細　　　　　書

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考
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（２）　会計年度任用職員以外の一般職員

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（３）　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

0 

前年度 0 0 0 0 

本年度 0 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

－ 0
比　　　　　　　較

△ 1
△ 2,460 0 

－ 0

－ 0

前　　　年　　　度
3

5,862 0 

本　　　年　　　度
2

3,402 0 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

区分

職 員 数        　給

特別職

△ 69 

前年度 3,696 1,234 5,504 882 

本年度 3,786 922 5,778 813 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 90 △ 312 274 

－ 0
比　　　　　　　較

0
0 4,100 

－ 22

－ 22

前　　　年　　　度
0

0 88,385 

本　　　年　　　度
0

0 92,485 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

区分

職 員 数        　給

特別職
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0 0 0 0 0 △ 492 0 

0 0 1,173 0 0 0 

681 0 0 0 

0 

（千円） （千円）

0 0 0 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

△ 2,952 △ 490 △ 3,442 △ 492 

1,173 7,035 1,252 8,287 

762 4,845 

（千円） （千円） （千円）

681 4,083 

手　　当  計

（千円）

91 1,140 

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考

△ 6 △ 164 80 1,763 1,503 

1,608 1,470 13,030 10,640 4,594 12,126 

14,793 12,143 4,685 13,266 

60 

（千円） （千円）

54 1,444 1,550 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

8,490 3,634 12,124 4,390 

54,844 143,229 41,343 184,572 

44,977 196,696 

（千円） （千円） （千円）

59,234 151,719 

手　　当  計

（千円）

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

高 校 卒 １６４，１００ ―

大 学 卒 １９１，７００ ―

区 分
事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

　　　　　　　　　　　　（円） 　　　　　　　　　　　　（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和４年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

その他の増減分

３，５３４

区 分

その他の増減分

３，４２８

手 当 ４，３９０

制度改正に伴う増減分

８５６

給 料 ４，１００

給与改定に伴う増減分

４３

昇給に伴う増加分

６２９

区　分 増　減　額（千円） 　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）
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１６４，１００ １６４，１００

１９１，７００ １９１，７００

一　般　会　計　の　制　度

  一  般  行  政  職  （円）   技　能　労　務　職　（円）

－

５０．２ －

３３８，３８７ －

３９７，８０９

－

４９．４ －

３４８，５４１ －

４２０，２７２

職員の異動等によるもの

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職員の異動等によるもの

勤勉手当改正

給料改定率

０．０４％

昇給率

０．６３％

説 明 備 考
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（３）　級別職員数

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

事 務 職 ・ 技 術 職 主 事 補 主 事 係 長 課 長 補 佐

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

計
２２

７級

６級
１

５級
２

４級
１１

３級
７

２級
１

２２

令和４年１月１日現在

１級

計

１

７級

３

６級

１０

５級

８

４級

３級

２級

令和５年１月１日現在

１級

区 分
事　　務　　職　　・　

級 職 員 数 （人）
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

６ 級 ７ 級

課 長 次 長 部 長

５ 級

計
１００．０ ０ ０．０

７級
０ ０．０

６級
４．６ ０ ０．０

５級
９．０ ０ ０．０

４級
５０．０ ０ ０．０

３級
３１．８ ０ ０．０

２級
４．６ ０ ０．０

０ ０．０

１００．０ ０ ０．０

１級

０ ０．０

計

４．６ ０ ０．０

７級

１３．６ ０ ０．０

６級

４５．４ ０ ０．０

５級

３６．４ ０ ０．０

４級

０ ０．０

３級

０ ０．０

２級

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１級

　技　　術　　職 技 能 労 務 職

構 成 比 （％） 級
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（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

一 般 会 計 の 制 度
（　１．１２５　） （　１．１５０　）

２．１５０ ２．２５０

前 年 度
（　１．１２５　） （　１．１２５　）

２．１５０ ２．１５０

本 年 度
（　１．１５０　） （　１．１５０　）

２．２００ ２．２００

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

８号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ７７．３

４号給 （人） １４

６号給 （人） ０

２号給 （人） ０

３号給 （人） ３

（人） １７

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０
前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ２２

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

８号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ８６．７

４号給 （人） １４

６号給 （人） ０

３号給 （人） ５
号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

２号給 （人） ０

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） １９

区 分 合 計

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ２２

－22 －



（　２．２７５　）
有

４．４００

（　２．２５０　）
有

４．３００

（　２．３００　）
有

４．４００

―

支 給 率 計 職制上の段階・
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
（月分）

０ ―

７７．３

１４ ―

０ ―

０ ―

３ ―

１７ ―

０ ―

―

２２ ―

０ ―

８６．７

１４ ―

０ ―

―

５ ―

０ ―

０

２２ ―

１９ ―

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 同 異

扶 養 手 当 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率
０．０

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 （％）

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
０．０

（％）

支 給 対 象 職 員 数 （人） ２２

一般会計の指定基準に基づく支給率 （％） ６

支 給 対 象 地 域 市 内 全 域

支 給 率 （％） ６

一 般 会 計 の 制 度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

（支給率等）

（月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者
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差 異 の 内 容

０．０ ―                   

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

０．０ ―                   

定年前早期退職特例措置
（３～４５％加算）

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

備考
（月分）

４７．７０９

最 高 月 数
そ の 他 の
加 算 措 置 等
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー：

当年度純利益（△は当年度純損失） △ 91,844

　　　減価償却費 774,030

　　　固定資産除却費 2,515

　　　引当金の増減額 149

　　　長期前受金戻入額 490,647

　　　受取利息及び受取配当金 △ 1

　　　支払利息 23,755

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 136,440

たな卸資産の増減額（△は増加） 300

　　　前受金の増減額（△は減少） 10,000

　　　　　小計 1,073,111

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 23,755

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,049,357

２　投資活動によるキャッシュ・フロー：

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,535,389

　　　寄附金による収入諸分担金等による収入 44,431

負担金による収入 35,082

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,455,876

３　財務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 11,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 98,083

　　　その他の企業債の償還による支出 19,819

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 67,264

　資金増加(減少)額 △ 473,783

　資金期首残高 3,125,314

　資金期末残高 2,651,531

令和５年度木津川市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．

（１）給 水 収 益 1,218,774

（２）受 託 工 事 収 益 1

（３）他 会 計 負 担 金 1,882

（４）そ の 他 営 業 収 益 2,974 1,223,631

２．

（１）原 水 及 び 浄 水 費 703,728

（２）配 水 及 び 給 水 費 133,428

（３）総 係 費 153,497

（４）減 価 償 却 費 752,768

（５）資 産 減 耗 費 13,428

（６）そ の 他 営 業 費 用 0 1,756,849

533,218

３．

（１）受 取 利 息 1

（２）下 水 道 負 担 金 69,516

（３）他 会 計 負 担 金 7,501

（４）長 期 前 受 金 等 戻 入 506,819

（５）雑 収 益 2,356 586,193

４．

（１）支 払 利 息 23,835

（２）雑 支 出 1 23,836 562,357

29,139

５．

（１）特 別 利 益 0 0

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 0 0 0

29,139

87,915

0

117,054

令和４年度　木津川市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営　業　損　失

営  業  外  収  益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営  業  外  費  用

経　常　利　益

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１．固  定  資  産

（１）有 形 固 定 資 産 44,826,725

△ 19,888,195

建 設 仮 勘 定 718,912

25,657,442

無 形 固 定 資 産

839

839

投 資

2,882,648

2,882,648

28,540,929

２．

現 金 預 金 3,125,314

未 収 金 246,040

△ 6,185 239,855

貯 蔵 品 19,900

3,385,069

31,925,998

令和４年度　木津川市水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

（令和５年３月３１日）

資  産  の  部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３）

基 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

（１）

（２）

貸 倒 引 当 金

（３）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

企 業 債

1,571,601

リ ー ス 債 務 0

修 繕 引 当 金 272,925

1,844,526

４．

企 業 債

98,081

未 払 金 245,400

リ ー ス 債 務 0

賞 与 等 引 当 金 16,570

そ の 他 預 り 金 83,443

443,494

５．

27,433,498

△ 13,929,236

13,504,262

15,792,282

６．

自 己 資 本 金 4,542,513

4,542,513

７．

資 本 剰 余 金

イ 諸 補 助 金 71,825

ロ 諸 分 担 金 5,966,778

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 1,270,900

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 3,482,648

10,792,151

利 益 剰 余 金 合 計

イ 減 債 積 立 金 151,290

ロ 利 益 積 立 金 72,500

ハ 建 設 改 良 積 立 金 458,208

ニ 当年度未処分利益剰余金 117,054

799,052

11,591,203

16,133,716

31,925,998

負  債  の  部

固  定  負  債

（１）

建 設 改 良 企 業 債

（２）

（３）

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

（１）

建 設 改 良 企 業 債

（２）

（３）

（４）

（５）

流 動 負 債 合 計

繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資   本   金

（１）

資 本 金 合 計

剰   余   金

（１）

資 本 剰 余 金 合 計

（２）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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（単位：千円）

１．固  定  資  産

（１）有 形 固 定 資 産 45,360,411

△ 20,662,225

建 設 仮 勘 定 726,215

25,424,401

無 形 固 定 資 産

838

838

投 資

2,882,648

2,882,648

28,307,887

２．

現 金 預 金 2,651,531

未 収 金 381,529

△ 5,233 376,296

貯 蔵 品 19,600

3,047,427

31,355,314

令和５年度　木津川市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和６年３月３１日）

資  産  の  部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３）

基 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

（１）

（２）

貸 倒 引 当 金

（３）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

企 業 債

1,474,819

リ ー ス 債 務 0

修 繕 引 当 金 272,925

1,747,744

４．

企 業 債

96,782

未 払 金 255,400

リ ー ス 債 務 0

賞 与 等 引 当 金 17,127

そ の 他 預 り 金 83,443

452,752

５．

27,512,746

△ 14,419,619

13,093,127

15,293,623

６．

自 己 資 本 金 4,562,332

4,562,332

７．

資 本 剰 余 金

イ 諸 補 助 金 71,825

ロ 諸 分 担 金 5,966,778

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 1,270,900

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 3,482,648

10,792,151

利 益 剰 余 金 合 計

イ 減 債 積 立 金 152,747

ロ 利 益 積 立 金 72,500

ハ 建 設 改 良 積 立 金 458,208

ニ 当年度未処分利益剰余金 23,753

707,208

11,499,359

16,061,691

31,355,314

負  債  の  部

固  定  負  債

（１）

建 設 改 良 企 業 債

（２）

（３）

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

（１）

建 設 改 良 企 業 債

（２）

（３）

（４）

（５）

流 動 負 債 合 計

繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資   本   金

（１）

資 本 金 合 計

剰   余   金

（１）

資 本 剰 余 金 合 計

（２）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円

山城浄水場更新工事
 (1,962,685)
  2,181,788

令和４年度 785,073
令和５年度

～
令和８年度

1,177,612 400,000 777,612

山城浄水場更新工事監理業
務委託

　　(32,615)
　　 35,750

令和４年度 3,392
令和５年度

～
令和８年度

29,223 29,223

国道２４号（４工区）配給
水管移設工事

  　(17,500)
  　 17,500

令和４年度 7,000 令和５年度 10,500 10,500

木津川市新水道ビジョン改
訂業務委託

  　(23,023)
  　 23,023

令和５年度
～

令和７年度
23,023 23,023

合　　計
 (2,035,823)
  2,258,061

795,465 1,240,358 400,000 840,358

注：(　)内の数値は支出予定額

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳
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